[Review] Y. Shimizu, Economic Policy : A Theory and Actual Problems, 1967. by 守谷 基明 & Moriya Motoaki
[書評] 清水嘉治著『経済政策の理論と現実』
著者 守谷 基明
雑誌名 關西大學經済論集
巻 17
号 2
ページ 285-294
発行年 1967-06-20
その他のタイトル [Review] Y. Shimizu, Economic Policy : A
Theory and Actual Problems, 1967.
URL http://hdl.handle.net/10112/15271
285 
書評
清水嘉治著 『経済政策の理論と現実』
守谷 基明
ー
195額に日本経済政策学会より刊行された年報 (VI)『経済政策の対象と方法』のなか
で，赤松要教授はその冒頭， ウェーバーの技術的批判に対処する政策的認識の立場とし
て，①特定のイデオロギーの観点よりする立場，③ウェーバーのごとく観念型的立場を否
定し技術的批判をもって政策論の課題とする立場，⑧抽象的な普遍的価値を前提とする立
場，④ウェーバーをこえて具体的価値目標の批判ないし設定を政策論において可能とする
立場，の4つを掲げている。この類型化が概して通念的・形式的・便宜的な感を免れない
ものにせよ，本書『経済政策の理論と現実』の著者・清水嘉治教授の立場は，①のマルク
ス主義的立場，教授の言を借りれば「労働者階級を中心とする国民の立場」（はしがき 4
ページ）に立っており，そこから政策の理論と現実問題をわけても独占資本の論理と国家
の論理で一貫させて解明し，あるべき政策を示唆している。
したがって著者はまず最近の現状密着論の経済分析の流行や体制維持的性格をもった有
力なプルジョア的経済政策論，換言すれば「伝統的経済政策論」ならびに「近代経済学的
政策論」にたいし，その「一般理論」的性格について批判・検討を加え，著者の経済政策
論の主体的構成を明示しようと試みている。これが第1部の構成をなしている。
しかし「一部のマルクス経済学者による段階論としての経済政策論ないし資本主義体制
． ．．． 
批判一般による経済政策論にも，さらに日本の歴史的条件を軽視した構造改革一般による
経済政策論にも，理論的な点において十分に納得できない」（はしがき 3ページ）著者は，
著者の生涯の研究課題である帝国主義の歴史，政策，理論の三位一体的研究の立場から自
身の政策論の考え方を貫徹•明示せざるをえないc そこで現代日本資本主義の現実問題に
も研究のメスを入れ，その諸矛盾の展開と政策問題を歴史的に性格づけることによって．
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労働の論理にもとづいた政策体系の問題を明示しようとする。これが第2部の構成をなし
ている。
ところでこの『経済政策の理論と現実』の原型は，そのほとんどがこの10年間，経済学
専門の学術誌，経済政策講座，等に記載せる論文からなっているにもかかわらず，そこで
は経済政策論の体系化がかなり見事に結晶されている。そしてそのさいの著者の基本的問
題意識はこうである。 「経済学体系化において重要な点は理論，政策，歴史のそれぞれの
専門分野の固定化にあるのではなく，それぞれの相互交流，内的連関性を深めた経済学体
系化のための問題意識が重要なのである。……いまこそ，これまでの学問的遺産を継承し
て，あらたな次元で，輸入経済学，専門家的職人意識から解放され，専門化と一般化の往
復運動のなかで，経済政策論が展開されるべきであると考える。」 (94~95ペー ジ注）
参考までに本書『経済政策の理論と現実』の構成を掲げればつぎのごとくである。
第1部経済政策の理論問題
第1章経済政策論の方法的問題
第2章国家と経済政策の理論問題
第3章独占資本主義段階の経済政策論
第4章 「現代経済政策論」の根本問題
第2部経済政策の現実問題
第1章現代日本資本主義と経済政策
第2章重化学工業政策と地域経済
第3章地域経済における生産力論批判
一神奈川県工業の構造を中心として一一
さて上述のユニークな研究意図のもとに綿密にコンデンスされた清水教授の労作につい
て，その全体にわたり言及することはもとより不可能である。加えて紙数の制約もあるの
で，政策における理論問題と現実問題との密接不可分な相関性については十分な注意を払
いつつ，論理の一貫性よりみて，より重要と思われる第1部にウェイトをかけて触れるこ
とにした。第2部のほうについては，若干の論点をビックアップするにとどめた。また教
授のこのキメのこまかい労作のなかのほんの一部分についてではあるが，私としては私の
最近の仕事と関連づけてふれてみることが極めて生産的であると考えたので書評をかねて
若干の読後感を箇条書きに並ぺさせていただいた。
124 
清水嘉治著『経済政策の理論と現実』 （守谷） 287 
?
まず第1部第1章では，方法的問題として，宇野弘蔵教授の原理論，段階論および現状
分析の3分法にもとづく段階論＝政策論という所説を批判する過程において，独占段階に
おける歴史，政策，理論の体系的統一を図り，そのなかに経済政策論の実践的かつ科学的
性格づけを試みようとしている。そしてそこでの結論として宇野教授の3規定とりわけ政
策論にあたる段階論すなわち「帝国主義論」把握の方法が，レーニン『帝国主義論』の基. . . . . . . . 
本的性格の認識外からなされているという欠陥は，究極的には宇野教授のマルクス経済
学の方法にたいする主観主義的，一面的把握にもとづくものである，と批判し，つづいて
今後，社会科学としての経済政策論わけても独占段階の経済政策論を主体的に展開するに
さいしては． 『資本論』体系の継承としての『帝国主義論』の位置づけを認識しなければ
ならないことはもとより，より論理的には帝国主義が資本主義の最高段階としての矛盾体
系であるという論理を主体的に究明する必要がある， というのである (21~22ペー ジ）。
このような著者の論理展開からすれば，そこから当然， 「経済政策論は，社会変革の実践
的目的に役立ちうる」，という前向きの公理がひきだされてくるであろう。
第2章では，国家と経済政策の関係わけても国家の質的規定を，抽象的次元ではなく，
具体的な資本主義の国家の経済政策と資本の運動との統一的把握という理論的定式化の次
元で究明している(43ページ注）。マルクス主義的立場に立つ著者は，国家の本質的性格は
階級的性格にあるとし，国家の公的事務機構などにあらわれる公共的性格はこれを認める
が，資本主義のもとでは国家の本質的性格に従属して存在すると考える (27~28ペー ジ）。
そのさい国家権力の経済的干渉は，原理的には，生産の社会的性格と所有の私的性格の矛
盾一基本矛盾を基礎とする資本主義の諸矛盾を緩和する措置としておこなわれるのである
が (28ページ），著者はまず産業資本主義段階における工場立法についての考察を終えた
のち， ついで国家が経済にたいして組織的に介入してくる独占資本主義の段階における
「社会保障制度」の役割について論議をすすめている (39~43ページ）。いまその骨子を
述べればつぎのようになるであろう。社会保障制度の確立過程は確かに労働者階級による
生活権全般の改善の闘争の成果ではあるが，他面それはまた同時に資本家階級にとって極
大利潤獲得のための資本の自己貫徹への部分的制限を意味するものである。したがって社
会保障制度の定着化は，現象的には国家の経済政策の公共的側面を前面におしだすことに
よって，体制維持的機能をはたす性格をもっている。だがその実体は，国民の生活水準の
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保持という公的機能，換言すれば上位目的が，資本のための労働力の維持という階級的機
能，換言すれば下位目的にたいする手段に逆転されているのである。
上述の宇野教授の政策論＝段階論批判および独占資本主義段階における国家の性格規定
を終えた著者は，経済政策の学問的体系化（マルクス主義的経済政策論の主体的構成を意
味する）を試論的に展開するための第3の方法的手順として，第3章の冒頭で，これまで
のマルクス主義的経済政策論は，①資本主義の運動法則に規定される資本家的経済政策の
暴露と批判に終始し，独占段階において労働者階級が主体的な政策をもってきたことにつ
いての政策論的考察をあまりにも軽視しすぎたこと，②産業資本主義段階の経済政策論と
独占段階の経済政策論とにおける本質的共通性と実現形態を混同して論じたり，一般論と
段階論とを区別して論じたこと，⑧国家独占資本主義段階における経済政策論の解明が明
らかにされなかったこと，のこれら 3点を反省すべきであり，そうでなければその主体的
構成はできないであろう，と批判する。そしてそこでの基本的問題の所在は，著者によれ
ば，まず独占資本主義の経済的性質を究明したレーニンの『帝国主義論」における抵本規
定と経済政策との関連が理論的，歴史的に明確にされなければならないことにある，と考
える (47~48ページ）。ついで著者は，独占体による独占利潤の獲得こそが政策主体とし
ての独占体の主要目的であるとともに独占資本主義の原動力であり，独占体はそのために
価格政策を基本的手段とする一連の諸政策を展開するのである，といっている (58~59ペ
ジー）。
また第3章第3節では，国家独占資本主義段階における経済政策をめぐる階級闘争の性
格について， つぎのような理論化を行なっている。 すなわち国家独占資本主義の必然性
は，独占段階における一連の主要矛盾（それらは資本主義の基本矛盾から惹起されるので
あるが）の展開過程のなかでの独占体の主体的行動（国家を通じての国民経済の組織化）と
して生まれるのであるが，それはさらに，資本の側からの政策が同時に労働の側からの政
策の展開という，いわゆる政策をめぐる階級闘争としていっそう具体化される，とするの
である (60~61,63ページ）。ここでいう階級闘争の具体的性格とは，国家独占資本主義の
経済政策が一般的，趨幣的には，支配階級（産業資本家，独占資本，金融資本を主柱とする）
の主導権によって決定されるにせよ，だがしかし労働者階級の力量が資本主義のわく内に
あっても支配階級の経済政策に対抗し，それを制限し，かれら自身の，さらに国民一般の
経済政策と計画を主体的に打ちだし，国民的主導権の争奪を激しく展開するにいたった，
という意味で使われている (65ペー ジ）。 こうして著者は， 国家独占資本主義の経済政策
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は独占体を中心とする経済政策の本質を解明すると同時に，下からの具体的な経済政策を
実現することが重要な課題である (65~66ペー ジ）， と本章を結んでいるが， そこには経
済政策論の体系化を目ざす意欲的な接近がみうけられ，その意味で第3章は本書の中心部
をなすものである。
第4章では， 「現代経済政策論」の甚本的潮流のなかで，マルクス主義的経済政策論以
外の伝統的経済政策論および近代経済学的政策論についてその思想的，理論的根拠にたい
する検討を行ない，かつその限界性について指摘している。著者はまず伝統的経済政策論
のうち没価値論的方法にその理論的基礎をおくウェーバー的政策論は中立的な主体性抜き
の資本主義の合理性のもとに整序された労資調和の論理に (74ペー ジ）， またヒ°グー 的経
済政策論は資本の指導制のもとでの国民所得の増大，平等，安定という厚生基準の設定に
よる労資協調の論理に (79ペー ジ）， さらにミュルダール的政策論にあっては資本誘導に
よる国家規制，市場の組織化，等にゆだねる，いわゆる創造された調和の論理に (83~84
ページ），それぞれ立っており，しかもそれらは共通して独占段階における資本主義の基本
矛盾を隠蔽ないし温存したままの資本家的解決策である。したがって本質的には体制維持
的性格をもつ有力なプルジョア的経済政策論であり，その根本的思想は超歴史的，超階級
的政策論であると主張する (79,93ページ）。以上のことは，近代経済学的政策論わけて
もケインズ的経済政策論についてもまったく同様であり，そこでの政策論理は，独占段階
の資本主義的矛盾を国家の威力で一時的，部分的に修正しつつ，不生産的公共投資ー→軍
事経済とインフレ政策への途を辿ることになり，したがってここでも独占段階の資本主義
の本質と形態変化を統一的に把握することができなかった点に注意を向けている。そして
著者は，こうした経済政策論を批判的にうけとめることによって，下からの経済政策論を
主体的に構成することができうる，と考えようとするのである (92,94ペー ジ）。
?
第1部で経済政策の理論問題を考察した著者は，そのうえに立って第2部の現実問題で
は，現段階の日本資本主義の諸矛盾の展開と政策問題を歴史的に性格づけるプロセスにお
いて，労働の論理にもとづいた下からの政策体系の問題を明示することに専念している。
第1章では，まず「高度成長」政策期における世界経済の構造変化＿あらたな矛盾の
展開＿にたいする対社会主義圏貿易を密戒する単純・素朴な重化学工業政策＝輸出力強
化策の後進性にメスを入れ (114ページ），また戦後の日本資本主義の発展と主要な経済政
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策の指標を系譜的にあとづけている。そして高度成長政策の軸となった独占資本の諸特徴
として，①独占資本間競争とマーケット・シェア獲得，③低生産集中度•高資本集中度と
いう日本独占資本の劣弱・非効率性，③特別償却制度，企業減税措置，等による利潤の隠
蔽・増大と資本の強蓄積，④間接金融調達方式一ー系列融資方式への依存，⑥利益集団に
よる国民経済の支配，をあげている (131~139ページ）。そしてそこでの一連の財政政策，
金融政策，貿易政策，労働政策，等の各個別政策はすべて独占資本，大資本のための高度
成長政策にあったといい (143~144ペー ジ）， さらにこうした独占中心の無政府的な設備
投資と強蓄積による高度成長政策を採らせ社会全体としての構造的矛盾を生みだす，いわ
ゆる資本の政策から脱却するには，労働者階級を中心とする国民の強力な反独占，反帝運
動を組織化することが重要な課題になってくるであろうと主張する。さらにそのさい経済
問題と政治問題を有機的に結合させた主体的運動の重要性を指摘している (150~151ペー
ジ）。
第2章では， 「高度成長政策」の動脈として展開された重化学工業政策の実体を，利潤
獲得と支配力強化のための大資本による地域経済の従属化にもとめる著者は，そこには国
民の生活基盤をつくりだすような「社会的消費手段」にたいする民間資本蓄積の溢路とな
っている「社会的生産手段（政府のいう産業基盤投資）」の優先政策が一貫して採られて
きたことに注目する。そのため「投資が投資を呼ぶ」という裔成長の悪循環がつくりださ
れ，さらに資本の無政府的競争の拡大再生産過程でのムダな投資（国民経済的にみて）や
産業立地のアンバランスによっていっそう拍車をかけられ，その結果として社会的消費手
段の絶対的不足はもとより社会的生産手段の相対的不足も表而化し，他面，社会資本の地
域配分が不平等化した点を特に言及している (156~159ペー ジ）。 したがって経済力の地
域不均等発展を惹起せしめた根本問題は，著者にいわせれば，産業間の不均等発展，独占
の地域支配，国家権力の重化学優先政策および中央集権主義にある，というのである (168
ページ）。そこで著者は， こんごの残された課題は， 自治体として主体性をもった地域住
民中心の政策の確立を目標として地域経済の矛盾を具体的に克服していくことにある，と
考えていくのである (177~178ペー ジ）。
最後の第3章では，著者は地域経済の実証研究の分析視角がこれまでほとんど本質的に
は，大企業優先の地域開発，端的にいえば生産力主義から解放されていないことを言及し，
かかる生産力主義から脱却するには積極的な前向きの地域主体性の問題を直接の課題とす
べきであると論じている (181~183ページ）。そこで上述の視点より神奈川県工業の構造
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を中心として地域経済における生産力論批判を展開している。そして著者は，この単純・
素朴な生産力主義を打破するためには，神奈川県工業が現存の中央の大資本中心主義にた
いして，いかに自治体としての地域住民の主体性中心の工業政策に転換していくかが，こ
んごの重要な課題である，と前章に続く重ねての言及で本書を閉じている (200~201ペー
ジ）。
?
最後に書評をかねて若干の読後感を以下，箇条書きにとどめておこう。
1)第1部第1章のなかで，著者が宇野批判を行なったさい，宇野教授の新版『経済政
策論』 1954年を主としてその対象にされていたが，その前後に刊行された旧版『経済政策
上』 1948年，論文「段階論の方法」（『経済学方法論』所収） 1962年を，著者自身のある
べき経済政策論の主体的構成を一貫させるうえでも，特に「段階論規定と政策目的」の問
題に関連させてほしかった。そこでは本吉敬治氏も指摘されているように，旧版において
もっとも明確かつ積極的に主張された経済政策の客観的目的が新版になると，その積極性
を欠き，さらに「段階論の方法」にいたると，その規定のなかから失われ，ウェーバー流
の没価値的主張に導かれていっている。
2) 第 1 部第 2章で，エンゲルスの『家族・私有財産•国家の起源』のなかの次の一節
「国家は，もっとも勢力のある，経済的に支配する階級の国家であるのがふつうである。」
（『マルクスーエンゲルス選集』第13巻，大月書店版，.476ページ）を特に掲げていたが，
他面，エンゲルスは公的機能について，すでに『反デューリング論』において， 「ここで
問題なのは，ただどこでも社会的な職務執行が政治的支配の基礎となったということ，そ
して，政治的支配はまた，それがこの社会的な職務執行を遂行した場合にかぎってひきっ
づき存続したということを，確証することである。」（『マルクスーエンゲルス選集』第14
巻下，大月書店版， 326ペー ジ） と述べ，国家機能のこの二重性を利用することによって
被支配階級が国家の政策に自己の利益をもりこみうる可能性のあることをある意味で示唆
している。またさらにさかのぼればマルクス自身『資本論』第3部第5篇第23章のなかで
「あらゆる共同体の本性から生ずる共同事務の遂行，ならびに，政府と人民大衆との対立
から生ずる独自的機能」（青木書店版，第3部上， 545ページ）といっており，すでに階級
的機能のほかに公共的機能をも認めている。これらについてとりあげていないのは，国家
の階級性と公共性の二面性におけるダイナミックな解明を課題とするかぎり，いささか引
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用の片手落ちといわれても止むを得ないであろう。ここでの論議如何があるべき政策主体
の論理的解明につながる問題だけに残念である。
3)第1部第3章では，その考察過程において Whoare we? つまり「だれのための
経済政策であるべきか」， について下記のような若干の混乱（定義上もしくは用語上の）
がみうけられる。 (i)労働者階級を中心とする労働者のための経済政策 (60ページ）ー→
(i)労働者階級の経済政策 (64ページ）一→ (ii)労働者階級を中心とする国民の利益
のための経済政策 (64ページ)- (iv)労働者階級自身の， さらに国民一般の経済政策
(65ページ）。これにかんしては， はしがきおよび第2部の現実問題の第1章のところで
は， (ii)の意味に用いられている（はしがき4ペー ジ， 150~151ページ）。だが第2部
第2,3章の地域経済のあるべき工業政策の問題にいたると，「労働者階級」という用語は
まったく姿を消し，代わって「自治体としての地域住民」のための，ないしはかれらの主
体性中心の政策が登場してくる。このばあい著者の説かれる「理論問題と現実問題の密接
不可分な関係のうえに立つ経済政策論の体系化ないしは主体的構成の明示」という視点か
らは，あるべき政策主体に一貫性をもたせるぺきであった。また現実の政策形成のプロセ
スにおいて最近とみにそのウェイトを増す中間階級，消費者としての団体はどうしてもあ
るべき政策主体とはなりえないのか，その場合の理由はなにか。経済的要素以外の諸要素
が混入し，比重を高める現代社会においては， 「自由」を排除しないかぎり体制の如何に
かかわらず，政策主体の多元化を否定し去ることにそもそも無理をきたすのではなかろう
か。いま一つは，構造改革論にたいする著者の立場の不明確さである。著者の立場は，せ
いぜい本書からは歴史的条件を重視せる構造改革論，イタリアなどにおける労働者階級の
力による下からの構造改革論，等の立場にほぼ近いものとしか推察しえない。そうなる
と，最近の力石定ー氏の指摘のように，マルクス・エンゲルスの著作に内在すると考えら
れる「移行モデル」における 3つのパクーンのうち，競争する諸体系のパクーンすなわち
社会的変革_多数者の獲得ー→政治権力の獲得というコースにならざるをえないが，そ
のばあいあるべき政策主体としての労働者階級と多数者の獲得とは現実にはどの時点にお
いてどのように結びつくのであろうか。またトリアッチ，等の構造改革論に着目している
はずの著者が，他面，近代経済学の諸潮流から経済政策理論を摂取することにたいして極
ヵ，排他的なのはなぜか。それとも著者は，別のパクーンを考えられているのであろう
か。したがって構造改革論にたいする価値評価および問題点の摘出こそが，マルクス主義
的立場に立つ著者が経済政策論の学問的体系化の貫徹ないしは主体的構成の明示を図るた
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めの最後の重要な方法的手順でなかったのではないだろうか。
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4)第1部第4章については，次の4点が問題となろう。①現代における経済政策の原
理的基盤を形成する政策論のうち， ドイツ語圏では1930年代以降，アメリカは1950年代以
降，ウェーバー超克を図りつつ，経済秩序形成にかんする理論づけ，経済体制の比較評価
および政治学，社会学，心理学，等の諸領域の導入・統合，等を試みようとする体系的政
策論，端的にいえば「一般経済政策論」の性格についての思想的，理論的検討をまった＜
行なっていない。著者はこれらの異質の経済政策論を伝統的経済政策論の範疇に強いて含
ましめようとしているのであろうか。②次にミュルダールの経済政策論にたいする著者の
過少評価の問題である。少なくともミュルダールのなかに，価値と事実の不可分性の指摘
ないし科学とイデオロギーとを引き離し，対立させる考え方へのきびしい批判をみいだす
とき，イデオロギーの観点では異なるにせよ方法論的には著者の政策論の体系化に相通ず
るものもあるのではなかろうか。⑧さらにインタレスト・グループによる国家の組織化に
たいして，画ー的に超階級的，抽象的性格を付するのは，現実問題としての下からの経済
政策をほとんど実現困難にしてしまうのではないだろうか。ボリシー・メーカーとして流
通過程への介入•干渉によって体制改革の一翼をになうような「民主的消費圧力」という
ものが考えられはしないか。 〔拙稿「現代資本主義における本質的矛盾と民主的消費圧力
について一国家の相対的独自性との関連において一~ 号所収）
参照）④マルクス経済学よりの「本質は変化しないが，その発現形態が異なってきてい
る」という一種の教条主義に終始しすぎるばあい，インタレスト・グループの乱立，新中
間層の拾頭，ポリシー・メーカーおよび政策目的の多元化，国民経済と地域経済の構造上
もしくは利害上の異質面，等についての理論と現実の体系的解明に相当，無理が出てくる
のではなかろうか。
5)第2部では，これまで述べて来た第1部での若干の欠陥が，体系化につきまとう問
題ではあるが，ところどころみうけられる。特にあるべき政策主体にかんして一貫性を欠
いている。地域開発の問題を考えるさい「事業」主体と「政策」主体に類別することが必
要だし，また地域経済における目的設定の多元化と国民経済におけるそれとの違い，など
についても一考すべき点があったのではなかろうか。
以上，清水教授の好著について筆のおもむくまま記した次第であるが，客観的法則たる
経済理論（マルクス・エンゲ）レスの基本矛盾とレーニンの「帝国主義」の基本規定を根幹
にして）によって経済政策を基礎づけ体系づけようとした著者の前向きへの意欲と努力に
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はただただ頭の下がる思いである。現状密着論でよしとするタレント型の経済政策論の流
行の今日，あるべき経済政策論の体系化の在り方を示唆するものとして稀少価値を有する
ものであり，大きな警鐘となるであろう。また特に第1部の各章の注での引用・参照文献
は経済政策原理の門をたたくものにとって確かに利用価値が多く，便宜的であろう。ただ
著者の意図とは逆に，不本意ながら，ウェーバーがマルクス経済学に提機せる「生成と当
為の混同」の問題にたいする克服が，政治経済学に提機せる「存在と当為の混同」の問題
と同じように，経済政策論の体系化を試みるものにとっていかに難題であるかを本書によ
って改めて再認識させていただ＜皮肉な結果となった。
これら読後感にはもとより本書の誤読と誤解から生じたものもかなりあるものと信ずる
が，著者への礼も顧みず望蜀する点として附記したいものである。必読の害。 （中央経済
社，昭和42年1月刊， A5, 210ペー ジ， 700円。）
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